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子どもの医療費・学校給食・高等教育
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　共産党の吉良よし子参院議員は、
少子化対策について「全ての子育て
世代、若者、子どもが希望の持てる
政策を」と迫りました。（３日、決算委）

　岸田政権は少子化対策の
「たたき台」を発表しました
が、「異次元」と言うには余
りに部分的。日本の子ども・
子育て予算は世界的にみて
も少なすぎます。憲法26条
は「義務教育は無償」とし
ています。吉良議員は予算
額（表）も示して子どもの
医療費や学校給食費、高等
教育の無償化を迫りました。
　学校給食費について恒久
的な無償化に踏み切った地

方自治体は全国254自治体
（2022年度）にのぼってお
り、「国の責任で実現すべき
だ」と要求。医療費無償化
も国の制度として実施する
よう求めました。
　「たたき台」には最もお金
のかかる高等教育の無償化
は入っていません。「学費無
償化の具体的な計画を示す
べきだ」と迫りました。

　共産党の地
方議員は、多
くの自治体で
首長の提案に何でも賛成の
「オール与党」の状況のも
とで、住民の願いを届ける唯一
の架け橋として奮闘していま
す。議会での粘り強い論戦で拡
充させてきたのが、子どもの医
療費助成です。
　2009年当時、２自治体だった
「高校卒業まで」の通院助成は
21年４月現在、全国の市区町村
（1741団体）の半数近い817団
体までに（グラフ）。通院で「中
学卒業まで」以上を助成・無
料化したのは1654団体、全国
の95％に達しています。
　しかし、自治体ごとの負担の

違いが残されています。通院助
成で所得制限のある自治体は
12.6％、一部自己負担がある
自治体は34.8％です。

軍事費の１割以下で
18歳まで無料に
　全国で18歳までの無料化は、
約5000億円あればできます。
今年度政府予算の軍事費約６兆
8000億円の10分の１以下です。
共産党は地方自治体での無料
制度の拡充とともに、18歳ま
での無料化を国の制度とするよ
う訴えています。
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子ども医療費無償化…………… 年間約5000億円

総額約3兆8000億円返済中の奨学金 半額免除…

年間約4600億円学校給食無償化…………………
年間約1兆8000億円高等教育無償化パッケージ…

▶学費半額（大学、短大、専門学校）　▶入学金ゼロ
▶給付型奨学金（75万人分）　▶全ての奨学金無利子

厚労省調査をもとに作成
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